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１Ｆ０４ 

外部知識の吸収と組織内知識普及の連鎖を促進するマネジメント 

 

 
○村上由紀子（早稲田大学） 

 

 

 
１ はじめに 
新しい製品・サービスや新技術等を生み出すには、組織の内部にあるアイデア、知識、

技術を用いるだけでは十分ではなく、組織外から新しいアイデアや知識などを取り込み、

組織内に既にあるものとの新結合を起こすことが重要である (Allen, 1977; Chesbrough, 
2006; Cohen & Levinthal, 1990)。ただし、現代の複雑化・高度化した科学技術と、分業化・

専門化したビジネスプロセスを前提にすると、組織外から新しい知識を吸収し、それを組

織のコンテキストに変換し、組織の既存の知識と結合するという一連のプロセスを、一個

人で成し遂げるのは難しい。そこで、外部から吸収された知識は組織内で移転されシェア

される。 
伝統的には、ゲートキーパーが外部から知識を取り込むという役割と、取り込んだ知識

を組織の文脈に変換し、組織内の他者にそれを広めるという二つの役割を担ってきた

（Allen 1977）。ところが、最近はこれらのゲートキーパーの二つの役割に分業が見られる

ようになってきたことが指摘されている（Harada, 2003; Whelan, Parise, de Valk, and Aalbers, 
2011; Whelan, Golden, and Donnellan, 2013）。前者の役割を担う人はアイデア・スカウト(idea 
scout) もしくは外部コミュニケーション・スターと呼ばれ、後者の役割を担う人はアイデ

ア・コネクター(idea connector)、もしくは内部コミュニケーション・スターと呼ばれている

（Whelan, Parise, de Valk, and Aalbers, 2011; Whelan, Golden, and Donnellan, 2013)。 
このような分業が起こるようになった背景として、インターネットの発達が指摘されて

いる。Allen がゲートキーパーを見出した 1960 年代とは異なり、現代では誰もがインター

ネットを通じて組織の外部から容易に情報や知識を取り込むことができる。これによりゲ

ートキーパーになりうる人の数は増えたように思えるが、ネットを通じて得られる情報は

膨大で、しかも信頼性が担保されたものではない。膨大な情報の中から、信頼でき、かつ、

組織にとって価値あるものを見出すためには、広く浅い知識ではなく、狭い範囲の深い知

識が必要になり、そのために専門家が求められている（Whelan, Parise, de Valk, and Aalbers, 
2011）。一方、組織の内部で広めるためには、外部知識を組織の文脈に変換することができ、

かつ変換した知識を他者に信頼してもらえるような組織内で影響力を持つ人物が必要にな

るが、そのような資質・スキルや内部ネットワークと、インターネットで情報をサーチす

る能力や外部ネットワークとは異なる。そこで、Whelan らが分析した複数の企業では、外

部知識の吸収と内部での普及の二つのステップが、インフォーマルに分業化されてからつ

ながれ、外部知識が組織内に広く伝達されていた（Whelan, Parise, de Valk, and Aalbers, 2011; 
Whelan, Golden, and Donnellan, 2013) 。 
一方、先行研究では組織内での知識移転や知識シェアを促進するマネジメントにも関心

が寄せられてきた（Andreeva and Sergeeva 2016; Minbaeva 2013）。個人の能力、モチベーシ

ョン、環境要因が知識移転の促進要因にも阻害要因にもなりうることが示され、それらの

ファクターに影響を与えるマネジメントが議論されてきた。したがって、アイデア・スカ

ウトがアイデア・コネクターと結びつき、後者を介して知識が職場に普及するというルー
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ト以外にも、マネジメントを工夫することによって、アイデア・スカウトが外部から吸収

した知識を直接職場の人に広く伝えることもできると考えられる。したがって本研究では、

組織の外から知識を吸収した人自身が吸収した知識を職場内で広めるためのマネジメント

について考察する。その際に、インターネットではなく個人のソーシャルネットワークを

通じて外部知識を吸収している人々を対象にする。見知らぬ人が発信するインターネット

上の知識が玉石混交であるのに対して、ソーシャルネットワークの中で個人的にタイを維

持している人から得られる知識は、信頼度が高く現在の職務にとって価値あるものである

確率が相対的に高いと推察されるからである。したがって、本研究は第一に、インターネ

ットが発達している時代において、個人的なソーシャルネットワークを活用して外部知識

を吸収している人はどのような特徴をもっているかを明らかにし、第二に、彼らが外部知

識を職場内に広めるためには、どのようなマネジメントが役立つかを見出すことを目的と

する。 
 

2 分析モデル 
 本研究で定義する「外部」は企業の外を意味している。したがって、企業内の他の事業

所からの知識吸収はここでの外部知識の吸収には含まれない。しかし、海外子会社のよう

に企業グループではあるが、独立した他企業からの知識吸収は、外部知識の吸収に含まれ

る。本研究では、先行研究で得られた知見を基に、図 1 のモデルを採用する。すなわち、

研究開発者個人が外部知識を、ソーシャルネットワークを介して直接吸収する行動に影響

を与える要因として、研究開発者の能力・人的資本、移動経験、ジョブの性格、モチベー

ション施策を考察する。外部から吸収する知識は、「科学技術の先端知識」、「研究や技術の

シーズや動向」、「テクニカルな問題解決知識」といった研究開発業務と関連の深い知識を

想定している。 
また、外部知識を吸収した研究開発者の、職場内の知識普及に関与する要因については、

外部知識の吸収の場合と同様に、能力・人的資本、移動経験、ジョブの性格、モチベーシ

ョン施策が影響を与えると予想されるが、加えて、知識共有による成果への期待、個人の

志向、知識共有を奨励したり評価したりする HRM が効果をもつと考えられ、それらの影

響を検証する。ただし、ここで職場とは、同一事業所内で日常的に一緒に仕事をする仲間

（上司や部下も含む）によって構成される場と定義する。 
 本研究では始めに、ソーシャルネットワークを通じて外部知識を吸収している人とそう

でない人は何が異なるのかを分析し、外部知識の吸収に影響を与える要因を見出す。次に、

外部知識を吸収している人に対象を限定し、彼らの知識普及の積極性に影響を与えるマネ

ジメントについて考察する。 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ソーシャルネット

ワークを通じた外

部知識の吸収 

・知識提供志向 
・知識提供のイン

センティブ 
・知識共有促進

HRM 

図 1 知識吸収と普及のモデル 

・能力・人的資本 
・移動経験 
・ジョブの性格 
・モチベーション施策 

職場内での知識の

普及 
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3 データと変数 
利用するデータは、日本企業７社の R&D 部門の研究開発者を対象に 2015 年に行われた

アンケート調査の結果である。7 社はいずれも多国籍企業であり、国内からも海外からも

知識を吸収しているという特徴がある。産業の内訳は製薬３社、電機・電子３社、自動車

１社である。アンケート調査に先立ち、2012～2013 年に製薬 5 社、自動車 1 社、電機４社

の日本本社 R&D と海外拠点にインタビュー調査を行い、その結果に基づき実態に即した

アンケート質問項目を設定した。７社合計で 1604 人の研究開発者に協力を呼びかけ、677
人から回答が得られた（回収率 42.2%）。本研究では 677 人のうち、表 1 と 2 に示されるす

べての変数がそろった 614 人のデータを利用する。 
  
表１ 外部知識吸収モデルの変数 
被説明変数 
 ・外部知識の吸収の有無 

 
外部知識の吸収有り=1、その他=0 

図１に対応する説明変数 
 ・博士号ダミー(①) 
 ・自己啓発時間(①) 
 
 
 ・能力(①) 
 ・組織外移動経験(②) 
 ・複数ジョブダミー(③) 
 ・創造的・探索的ジョブ(③) 
 ・モチベーション施策(④) 

 
博士号取得者=1、その他=0 
R&D 知識を高めるための自己啓発に前年に要した時間: 0 
時間=0, 10 時間未満=5, 10～20 時間未満=15, 20～50 時間

未満=35, 50 時間以上=55 
アンケート調査の「能力」３項目の平均値 
組織外移動経験有り=1、その他=0 
複数ジョブ実施=1、その他=0 
アンケート調査の「仕事の性質」２項目の平均値 
アンケート調査の「モチベーション施策」3 項目の平均値 

その他の説明変数 
  ・性別ダミー 
 ・勤続年数 
  ・管理業務ダミー 
  ・製薬業ダミー 
 ・自動車産業ダミー 

 
男性=1、その他=0 
調査時点までの勤続年数 
主に管理業務に従事=1、その他=0 
製薬業=1、その他=0 
自動車産業=1、その他=0 

注）表中の①～④の番号は、図１のカテゴリーと以下のように対応している。 
  ①：能力・人的資本、②：移動経験、③：ジョブの性格、④：モチベーション施策 
 
表 2 職場内知識普及モデルの変数 
被説明変数 
 ・職場内知識共有の積極性 

 
「先端知識」、「研究・技術のシーズや動向に関する知識」、「問

題解決のための科学技術に関する知識」の各知識をシェアする

際の積極性５段階の平均値 
図１に対応する説明変数 
 ・知識提供志向 
 ・知識提供インセンティブ 
 ・知識共有促進 HRM  

 
アンケート調査の「知識提供志向」3 項目の平均値 
アンケート調査の「知識提供インセンティブ」3 項目の平均値 
アンケート調査「知識共有促進施策」3 項目の平均値 

その他の説明変数 
  博士号ダミー、自己啓発時間、能力、組織外移動経験、複数ジョブダミー、創造的・探索的ジ

ョブ、モチベーション施策、性別ダミー、勤続年数、管理業務ダミー、製薬業ダミー、自動車産

業ダミーは表１に同じ 
 
職場外から獲得した知識を、職場内の他者に教えたり共有したりする自分の行動につい

て、アンケート調査において「積極的」もしくは「やや積極的」と回答した人を、積極的

に知識普及を行っているとみなすと、614 人のうち、外部知識を吸収し、かつ積極的にそ

れを普及している人は 225 人で 36.6％であった。また、外部知識を吸収してはいるものの、
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積極的に知識の普及を行っていない人の数は、それと同程度の 221 人であった。第一段階

の外部知識吸収モデルでは、614 人の全サンプルについて、表１に示される変数を用いた

ロジット分析を行った。第二段階の知識普及モデルでは、外部知識を吸収している 446 人

のみを対象に、表 2 の変数を用いた分析を行った。 
 
4 分析結果と含意 

外部知識吸収モデルの分析の結果、外部知識を吸収している研究開発者は、博士号をも

っている人、専門分野の知識が豊富で、理解力、説明力に自信があると自己評価をしてい

る人であることがわかった。また、研究だけ、開発だけのように一つの業務に特化してい

るのではなく、複数の業務を担っている人の方が外部知識を吸収していることも見出され

た。また、職場内知識普及モデルの分析の結果、外部知識を吸収している人の中で、職場

内での普及に積極的であるのは、自己の能力に一段と強い自信のある人、内発的に動機付

けられている人、創造的・探索的ジョブに従事している人、知識シェアの効果を認識して

いる人、社内で知識共有が奨励・評価され、知識共有の場があると認識している人であっ

た。 
外部から知識を吸収している人のうち約半数は、それを職場内に伝達しようとはせず、

自分の中に留めている。知識は研究者個人の競争優位の基盤になりえ、内発的に動機づけ

られているのでなければ、他者への知識伝達には何らかのインセンティブが必要であると

考えられる。実際に、知識を教えることが自分の仕事の効率を高める、人事評価を高める、

会社の業績向上につながるなどの効果を期待できる研究開発者は知識伝達を積極的に行っ

ている。また、知識の共有や連携が奨励・評価され、社内研究発表会などの知識共有の場

が用意されていると認識している研究開発者は、職場内での知識普及を積極的に行ってい

ることも見出された。したがって、一般的な頑張りを誘発する施策ではなく、知識普及を

促進するマネジメントや知識普及の効果への期待を形成させるマネジメントが役立つ。さ

らに、能力には専門的な知識や理解力ばかりではなく、他者への説明力なども含まれてお

り、コミュニケーションやプレゼンテーションのスキルを高める教育訓練も効果があると

考えられる。 
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